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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

中間連結会計期間
第44期

中間連結会計期間
第43期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （千円） 3,742,048 3,918,294 7,642,855

経常利益 （千円） 71,915 62,853 142,817

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 32,594 22,011 79,999

中間包括利益又は包括利益 （千円） 39,921 17,027 88,872

純資産額 （千円） 1,144,548 1,845,456 1,347,487

総資産額 （千円） 5,011,827 5,353,790 5,273,382

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 4.09 2.64 10.03

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 4.08 2.58 9.94

自己資本比率 （％） 22.6 34.3 25.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 384,596 △43,976 712,189

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △184,763 △241,680 △461,397

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △336,424 204,801 △166,655

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,317,925 1,457,798 1,538,653

（注）　　当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものです。

 

（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年４月１日から同年９月30日までの６か月間）の経済概況は、米国景気や行き過ぎた円

安に揺り戻しがあり、国内では、インフレ圧力の一方で賃上が波及し、インバウンド消費も拡大しました。外食産業

全般では、値上げによる増収がある一方、原材料・エネルギー等の高騰や深刻な人手不足問題等が続きました。

 

このような環境下で当社グループは、コロナ禍で痛んだ資本の増強を進め、営業面では、企業理念の浸透を中心に

据えた組織強化を図りつつ、着実な出店・業態の整理・店舗リニューアル投資とともに、フランチャイズ事業の拡大

に努める一方、中食店舗の不振店整理を進めました。

当期間の出退店等としては、出店３店舗（静岡県・愛知県・奈良県）、業態転換１店舗、改装４店舗、および退店

５店舗（愛知県４店舗・兵庫県）でした。

以上の結果、当期間末のグループ店舗数は119店舗（直営店105店舗、フランチャイズ店13店舗、およびプロデュー

ス店１店舗、前期末比２店舗減少）となり、それらの内訳は下表のとおりです。

なお、前連結会計年度までは、店舗数を前期同期間末との比較で表示していましたが、当連結会計年度より前期末

との比較で表示するよう変更しています。

また、当期間の末日にあたる９月30日の営業をもって退店した１店舗は店舗数から除外しています。

（単位：店舗）

部門／業態等
当期間末

店舗数

前期

末比

関東

地区

東海

地区

関西

地区

中国

地区

九州

地区

合　計 119  －2 　9  96 　8 　3 　3

　ラーメン部門 小計  51  －1 　3  47 - 　1 -

 　一刻魁堂  40  ±0 　3  36 - 　1 -

 　有楽家  10  －1 -  10 - - -

 　ロンフーエアキッチン 　1  ±0 - 　1 - - -

　中華部門 小計  17  ±0 　1 　7 　5 　1 　3

 　ロンフーダイニング  17  ±0 　1 　7 　5 　1 　3

　その他部門 小計  51  －1 　5  42 　3 　1 -

 　コメダ珈琲店  10  ＋1 　4 　6 - - -

 　ドン・キホーテ 　1  ±0 - 　1 - - -

 　ドンキカフェ 　0  －1 - - - - -

 　鯱ひげ 　3  ＋2 - 　3 - - -

 50年餃子  23  －3 -  23 - - -

 一刻魁堂(フランチャイズ店） 　4  ±0 - 　4 - - -

 有楽家(フランチャイズ店） 　3  ＋1 - 　3 - - -

 ロンフーダイニング(フランチャイズ店） 　1  ±0 - - - 　1 -

 50年餃子(フランチャイズ店) 　5  －1 　1 　1 　3 - -

 プロデュース店 　1  ±0 - 　1 - - -

 
外食事業では、各業態での売価見直しや主力業態「一刻魁堂」のリブランディング改装等を推進し、外食直営店の

既存店売上高は前年同期比105.3％と伸張しました。

原価面では、原材料価格の高騰が続き、売上原価率32.5％となり同0.8ポイント悪化しました。

販売費及び一般管理費面では、人件費が同0.2ポイント増大しましたが、エネルギーコストが同0.7ポイント低減し

たこと等により、販売費及び一般管理費は同0.4ポイントの改善となりました。
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以上により、当中間連結会計期間の売上高は3,918百万円（前年同期比4.7％の増収）となりました。

利益面では、営業利益52百万円(同21.3％の減益)、経常利益62百万円（同12.6％の減益）となりました。

また、業態転換・改装・退店に伴う固定資産除却損18百万円、同売却損６百万円、以上24百万円を特別損失に計上

した結果、親会社株主に帰属する中間純利益は22百万円（同32.5％の減益）となりました。

 

部門別の状況は、次のとおりです。
 

（ラーメン部門）

当部門は、ラーメンを主体とした外食直営事業で構成されます。

当期間の新規出店および退店はなく、「一刻魁堂」４店舗（尾張旭店、西尾店、豊田インター店、豊田南店）を改

装し、「有楽家」１店舗（豊川インター店）を直営店からフランチャイズ店へ切替えた結果、前掲の表のとおり当期

間末の当部門の店舗数は51店舗（前期末比１店舗減少）となりました。

主力の「一刻魁堂」では、リブランディング改装や売価の見直しを進め、新規にスマートフォンアプリを導入し顧

客の利便性向上を図りました。「有楽家」では、業態力向上を図る諸施策と同時に原材料の値上がりに対処しまし

た。「ロンフーエアキッチン」は、中部国際空港の就航便数の増加に伴った回復がみられました。

以上の結果、当部門の既存店売上高は前年同期比105.2％となり、客数は同101.1％となりました。

また、部門合計の売上高は2,259百万円（前年同期比1.5％の増収）となり、連結売上高全体に占める割合は57.7％

（同1.8ポイントの減少）となりました。

 

（中華部門）

当部門は、前期までに業態の統合が進み、外食直営事業の「ロンフーダイニング」業態のみとなっています。

当期間の新規出店および退店等はなく、前掲の表のとおり当期間末の当部門の店舗数は17店舗（前期末比増減な

し）で、全店舗が大商圏型ショッピングセンターおよび駅ビル内の立地です。主力商品の強化を含め、売価見直しを

しました。

以上の結果、当部門の既存店売上高は前年同期比103.4％となり、客数は同98.8％となりました。

また、部門合計の売上高は750百万円（前年同期比3.4％の増収）となり、連結売上高全体に占める割合は19.2％

（同0.2ポイントの減少）となりました。

 

（その他部門）

当部門は、ラーメン・中華以外の外食直営事業として、洋食店「鯱ひげ」「ドン・キホーテ」および当社グループ

がフランチャイジーとして運営する喫茶店の「コメダ珈琲店」、また中食直営事業として無人販売所「50年餃子」お

よび製造食材の「卸売り事業」、ならびに当社直営ブランドの「フランチャイズ事業」からの収益等により構成され

ます。

当部門の外食事業直営店舗では、「鯱ひげ」１店舗（あつたnagAya店）および「コメダ珈琲店」１店舗（浜松浜名

店）を新規出店し、「ドンキカフェ」１店舗（中川篠原店）を「鯱ひげ」へと業態転換し、退店はありませんでし

た。また、中食直営事業では「50年餃子」３店舗（西尾米津店・安城百石店・あま蜂須賀店）を退店しました。

「フランチャイズ事業」では、「有楽家」１店舗（豊川インター店）を直営店からフランチャイズ店へ切替え、

「50年餃子」１店舗（大和郡山高田町店）を新規に出店し、同２店舗（尼崎武庫川店・田原赤石店）を退店しまし

た。

これらの結果、前掲の表のとおり当期間末の当部門の店舗数は51店舗（前期末比１店舗減少）となりました。

当部門の外食事業直営店舗では、各業態で売上高が好調に推移した結果、同既存店売上高は前年同期比108.2％と

なり、客数は同103.0％となりました。

「フランチャイズ事業」では、外食フランチャイズ店およびプロデュース店の増加に伴い同157.6％と伸長した一

方、中食事業「50年餃子」同63.6％、「卸売り事業」同72.1％と減少しました。

以上の結果、当部門合計の売上高は908百万円（前年同期比14.9％の増収）となり、連結売上高全体に占める割合

は23.2％（同2.1ポイントの増加）となりました。
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（２）財政状態の分析

当中間連結会計期間末における流動資産は2,087百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百万円減少しました。

主な要因は、現金及び預金が80百万円減少した一方、「その他」のうち未収入金が34百万円増加したためです。

固定資産は3,265百万円となり、前連結会計年度末に比べ121百万円増加しました。主な要因は、有形固定資産が

118百万円増加したためです。

流動負債は1,570百万円となり、前連結会計年度末に比べ276百万円減少しました。主な要因は、１年内返済予定の

長期借入金112百万円、「その他」のうち未払消費税98百万円、「その他」のうち未払費用39百万円がそれぞれ減少

したためです。

固定負債は1,937百万円となり、前連結会計年度末に比べ140百万円減少しました。主な要因は長期借入金が146百

万円減少したためです。
 

（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,457百万円となり、前連結会

計年度末と比較して80百万円減少しました。

なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により支出した資金は43百万円（前年同期384百万円の収入）となりました。これは主に減価償却費

139百万円、「その他」のうち未払消費税の減少額98百万円、法人税等の支払額45百万円および「その他」のう

ち未払費用の減少額39百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は241百万円（前年同期184百万円の支出）となりました。これは主に有形固定
資産の取得による支出229百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は204百万円（前年同期336百万円の支出）となりました。これは主に株式の発

行による収入415百万円、長期借入金の返済による支出358百万円および長期借入れによる収入100百万円による

ものです。

 

（４）会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」の中の会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について重要な変更はありません。
 
（６）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（７）生産、受注および販売の実績

当中間連結会計期間において、全社の販売実績の著しい変化はありません。

なお、詳細については、「第２　事業の状況　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」および「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算

書」をご参照ください。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,560,000

計 14,560,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,850,500 9,150,500
名古屋証券取引所

メイン市場

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株です。

計 8,850,500 9,150,500 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれていません。

 
 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次のとおり行使

されています。

 

中間会計期間

（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
6,500

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 650,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 639.76

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 415,850

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
8,500

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
850,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
670.41

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
569,850
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

2024年８月２日（注）１ 17,500 8,200,500 6,518 1,086,218 6,518 92,596

2024年４月１日～

2024年９月30日（注）２
650,000 8,850,500 210,703 1,296,921 210,703 303,300

（注）１　有償第三者割当（特定譲渡制限付株式報酬としての新株式発行）

　　　　　発行価格　　　　745円

　　　　　資本組入額　　　372.5円

　　　　　割当先　　　　　監査等委員である取締役および社外取締役を除く取締役２名および執行役員４名

　　　２　新株予約権の行使による増加であります。

 
 

（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

十一番合同会社 名古屋市千種区姫池通２丁目 580,000 6.56

椋本　充士 大阪市住吉区 397,200 4.49

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南３丁目２番17号 347,600 3.93

サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号 258,000 2.92

株式会社グルメ杵屋 大阪市住之江区北加賀屋３丁目４番７号 256,400 2.90

ＮＩＭホールディングス合同会社 愛知県知多郡東浦町藤江三丁12番地 250,008 2.82

株式会社大光 岐阜県大垣市古宮町227番地１ 200,000 2.26

株式会社折兼 名古屋市西区菊井２丁目６番16号 184,000 2.08

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 179,100 2.03

北沢産業株式会社 東京都渋谷区東２丁目23番10号 176,000 1.99

計 － 2,828,308 32.00
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,837,000 88,370 －

単元未満株式 普通株式 900 － －

発行済株式総数  8,850,500 － －

総株主の議決権  － 88,370 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式50株が含まれています。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区桶狭間
切戸2217番地

12,600 － 12,600 0.14

計 － 12,600 － 12,600 0.14

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編および第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、桜橋監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

     （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,538,653 1,457,798

売掛金 180,396 191,069

預入金 126,601 97,566

店舗食材 18,095 23,481

仕込品 11,101 12,638

原材料及び貯蔵品 25,319 25,768

その他 228,621 279,537

流動資産合計 2,128,789 2,087,861

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,276,210 1,353,902

土地 578,530 578,530

その他（純額） 380,874 421,717

有形固定資産合計 2,235,615 2,354,150

無形固定資産   

のれん 3,440 －

その他 17,484 17,490

無形固定資産合計 20,925 17,490

投資その他の資産   

差入保証金 585,105 581,129

その他 302,946 313,159

投資その他の資産合計 888,052 894,288

固定資産合計 3,144,593 3,265,929

資産合計 5,273,382 5,353,790

負債の部   

流動負債   

買掛金 295,981 280,717

１年内返済予定の長期借入金 636,001 523,850

未払法人税等 52,081 30,456

賞与引当金 49,159 40,497

その他 814,308 695,146

流動負債合計 1,847,531 1,570,668

固定負債   

長期借入金 1,767,591 1,620,793

退職給付に係る負債 45,928 47,706

資産除去債務 242,955 249,523

その他 21,889 19,643

固定負債合計 2,078,363 1,937,665

負債合計 3,925,895 3,508,334

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,079,699 1,296,921

新株式申込証拠金 － 72,480

資本剰余金 86,077 303,300

利益剰余金 143,115 144,700

自己株式 △430 △430

株主資本合計 1,308,461 1,816,971

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 26,993 22,009

その他の包括利益累計額合計 26,993 22,009

新株予約権 12,032 6,475

純資産合計 1,347,487 1,845,456

負債純資産合計 5,273,382 5,353,790
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 3,742,048 3,918,294

売上原価 1,184,327 1,272,422

売上総利益 2,557,721 2,645,871

販売費及び一般管理費 ※ 2,490,402 ※ 2,592,899

営業利益 67,319 52,971

営業外収益   

受取利息 7 120

受取配当金 94 850

賃貸不動産収入 5,820 5,985

協賛金収入 3,190 8,604

その他 11,272 10,647

営業外収益合計 20,384 26,208

営業外費用   

支払利息 8,353 9,230

賃貸不動産費用 5,026 4,746

その他 2,408 2,349

営業外費用合計 15,788 16,326

経常利益 71,915 62,853

特別損失   

固定資産売却損 － 6,565

固定資産除却損 5,144 18,319

特別損失合計 5,144 24,884

税金等調整前中間純利益 66,771 37,968

法人税等 34,176 15,957

中間純利益 32,594 22,011

親会社株主に帰属する中間純利益 32,594 22,011
  
 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 32,594 22,011

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,326 △4,984

その他の包括利益合計 7,326 △4,984

中間包括利益 39,921 17,027

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 39,921 17,027

非支配株主に係る中間包括利益 － －

 

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

半期報告書

11/18



（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 66,771 37,968

減価償却費 133,916 139,178

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,119 1,778

賞与引当金の増減額（△は減少） △21,959 △8,661

受取利息及び受取配当金 △101 △971

支払利息 8,353 9,230

固定資産売却損益（△は益） － 6,565

固定資産除却損 5,144 18,319

売上債権の増減額（△は増加） △4,457 △10,673

預入金の増減額（△は増加） 1,867 29,035

棚卸資産の増減額（△は増加） 5,439 △7,372

未収入金の増減額（△は増加） 47,881 △33,030

仕入債務の増減額（△は減少） △1,582 △15,263

その他 53,591 △156,693

小計 296,984 9,409

利息及び配当金の受取額 101 971

利息の支払額 △8,353 △9,230

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 95,864 △45,126

営業活動によるキャッシュ・フロー 384,596 △43,976

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △182,685 △229,737

無形固定資産の取得による支出 △400 △2,430

差入保証金の差入による支出 △7,107 △3,572

差入保証金の回収による収入 6,505 5,231

その他 △1,075 △11,172

投資活動によるキャッシュ・フロー △184,763 △241,680

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 50,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △373,690 △358,949

リース債務の返済による支出 △12,734 △4,153

株式の発行による収入 － 415,850

新株式申込証拠金の払込による収入 － 72,480

配当金の支払額 － △20,425

財務活動によるキャッシュ・フロー △336,424 204,801

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △136,591 △80,855

現金及び現金同等物の期首残高 1,454,516 1,538,653

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,317,925 ※ 1,457,798

 

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

半期報告書

12/18



【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりです。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

給料手当 1,085,753千円 1,124,172千円

賞与引当金繰入額 24,751 38,724

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りです。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金 1,317,925千円 1,457,798千円

現金及び現金同等物 1,317,925 1,457,798

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１，配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　2023年６月26日開催の定時株主総会決議により、2023年６月27日を効力発生日として、会社法第448条第

１項の規定に基づき、資本準備金から219,838,906円減少させ、その他資本剰余金へ振り替えるとともに、

会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金から219,838,906円減少させ、同額を繰越利益剰余金へ振

り替えることにより、欠損填補を行っています。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１，配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月13日

取締役会
普通株式 20,425 2.5 2024年３月31日 2024年６月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当中間連結会計期間において、2022年12月７日に発行した第６回新株予約権の権利行使が行わ

れ、資本金および資本準備金がそれぞれ210,703千円増加しました。この結果、当中間連結会計期間末にお

いて資本金が1,296,921千円、資本剰余金が303,300千円となっています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当社グループにおいては、飲食事業ならびにこれらの付帯業務の単一のセグメントであるため、記載を省略

しています。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

当社グループにおいては、飲食事業ならびにこれらの付帯業務の単一のセグメントであるため、記載を省略

しています。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

 

前中間連結会計期間

自 2023年４月１日

至 2023年９月30日

当中間連結会計期間

自 2024年４月１日

至 2024年９月30日

直営店売上高 3,494,499 3,642,478

FC向け売上高 120,900 190,485

その他 126,649 85,330

顧客との契約から生じる収益 3,742,048 3,918,294

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 3,742,048 3,918,294

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益および算定上の基礎は、以下

のとおりです。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 4円09銭 2円64銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 32,594 22,011

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 32,594 22,011

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,960 8,347

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 4円08銭 2円58銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 29 175

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

――――― ―――――
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（重要な後発事象）

（新株予約権の行使）

　　当中間連結会計期間の末日後、2024年11月12日までの間に2022年12月７日に発行した第６回新株予約権の権利

行使が行われました。当該新株予約権の行使により発行した株式の概要は以下のとおりです。

 

１．行使された新株予約権の個数　　3,000個

２．発行した株式の種類及び株式数　普通株式　300,000株

３．資本金増加額　　　　　　　　　85,132千円

４．資本準備金増加額　　　　　　　85,132千円

 

 

２【その他】

2024年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しました。

　（イ）配当の総額…………………………………………20,425千円

　（ロ）１株当たりの金額…………………………………2円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月４日

　　　（注）2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

株式会社ＪＢイレブン

取締役会　御中

 

桜橋監査法人

大阪府大阪市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川　﨑　健　一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 椎　野　友　教

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社JBイレ

ブンの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社JBイレブン及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
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た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　　（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２　ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

